
第 130 回伊達市災害対策本部会議 
平成 24 年 7 月 10 日（火） 

10.時 00 分～ 

保原庁舎 2 階応接室 

 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の進捗状況について 
 
 
 
 
（2）除染推進センターだより（第 4 号）の発行について 
 
 
 
 
 
2 その他 
（1）平成 24 年 7 月 6 日～7 日の大雨・洪水警報発令への対応について 
 
 
 
 
（2）第 272 回福島県災害対策本部会議の概要について 
 
 
 
 
（3）災害対策号（第 61 号）の発行について 
 
 
 
 
次回  7/24（火）  9 時 30 分  ～ 
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第 130 回本部会議の概要について 

 

1 実施日時等 
平成 24 年 7 月 10 日（火） 10：00～11：05 

2 内容 
1 放射能対策関係 
（1）除染業務の進捗状況について 

市民生活部次長が資料により説明した。 

除染業務の進捗状況について、現在、A エリアそれぞれの地域で仮置場の測量、公共施設及び

道路のモニタリングを行っている。平成 24 年 7 月 10 日現在における仮置場の確保状況につい

ては、資料のとおりである。確保状況は日々更新されるため、本日現在の数値ということでご

覧いただきたい。 

 

保原工業団地の除染についても過日発注し、発注先の詳細及び工期等は資料のとおりである。

このことについては、昨日（平成 24 年 7 月 9 日）、工業団地内企業及び団地内の民家の方を対

象とした説明会を実施しており、まもなく除染を始めたい。 

 

（市民生活部長） 

なお、資料中網掛けの部分は、平成 24 年 7 月 4 日の定例記者会見時以降、動きのあった数値

である。 

 

（市長） 

仮置場の確保状況について、想定 100,000 ㎡に対し、契約済みが 33,888 ㎡であるので、契約

調整中も含めれば、想定を充足すると捉えられる。しかし、工区ごとにみれば、保原町柱沢に

ついて、まだ契約済みがない。柱沢地区についても確保に向けて動いてほしい。 

（市民生活部長） 

先日（平成 24 年 7 月 8 日）、所沢地区の町内会長及び役員等 20 数名と小幡上中瀬町内会連合

会役員 13 名が仮置場の見学をした。仮置場の廃棄物から、一定程度距離をとることで、線量

が低減することを説明し、確認いただけた。両地区とも確保に向けて動いていただけるものと

期待している。 

 

（市長） 

仮置場に関連して、先日の新聞に県内の仮置場の状況が掲載されていたが、仮置場に持込む前

の現場保管については、把握されていないと掲載されていた。当市の現状はどうか。当市につ

いては、把握されているということでよいか。 

（市民生活部次長） 

把握していないということではなく、現場保管という形の保管ではないということ。主に、線

量低減化等に関する廃棄物の部分である。把握されているということでよろしい。 
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（2）除染推進センターだより（第 4 号）の発行について 

市民生活部次長が資料により説明した。 

内部の会議で提案いただいた事項も踏まえ、修正を加えた。「自然由来の放射性物質など」と

題し、主にカリウム 40 について取り上げた。 

また、コープ福島が実施した「陰膳方式による放射能量調査結果」についても掲載した。平成

24 年 7 月 7 日～8 日にかけて、福島県立医科大学 放射線健康管理学講座助手 宮崎氏にお話

をお伺いする機会があったため、陰膳方式による結果を分析いただいた内容も掲載している。 

他の掲載内容については、ご覧の資料のとおりである。 

なお、裏面は、自家用農産物のモニタリング調査結果であるが、集約したデータの掲載方法に

ついて工夫を加えるよう検討したいと考えている。 

 

（市長） 

字の大きさを大きくするだけでなく、行間や段落を工夫するような方法も用いて見易さを意識

してほしい。 

陰膳方式による放射能量調査結果については、どのように捉えればよいのか。 

（市民生活部次長） 

表現が難しいのであるが、カリウム 40 の検出が多いということに注目していただきたい。 

（市長） 

データを見れば、検出されているのはほぼカリウム 40 であり、ヨウ素 131、セシウム 134、

137 及びカリウム 40 全ての凡例が掲載されているが、掲載するのは、現在注目されているセ

シウムとカリウムに絞ってしまって良いのではないか。ヨウ素については検出されていない。 

（市民生活部次長） 

掲載の方法については、見易さが向上するよう、少し手を加えたい。 

 

 

（市長） 

平成 24 年 7 月 7 日～8 日にかけ、保原本庁舎において、ICRP ダイアログセミナーが開催され

た。 

その中で、カリウム 40 についても示したらどうかという意見があった。つまり、食品に従来

から含まれるカリウム 40 は、自然由来の放射性物質であり、カリウムを多く含む食品から検

出される放射性物質の主体であって、一見セシウムが多く見えるが、そうではないということ。 

仮に、食品中のセシウムが 100Bq/kg 以下であっても、元来食品中に含まれるカリウム 40 は、

40～50Bq/kg 程度あるということである。カリウム及びセシウムの発する放射線に違いはない

のであるから、このあたりのことが良くわかれば、それほどたいしたことではないのではない

かということになる。 

カリウム 40 のデータを出すということには、大変意義があると考えているが、データを出す

際は、よりわかりやすく掲載したものとされたい。 
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  （産業部長） 

一般に広報としてお知らせする中で、カリウムとセシウムの放射能の違いについて説明を加え

たほうがよいのではないか。 

例えば、推進センターだよりの中で、干し昆布は 2,000Bq/kg、干ししいたけは 700Bq/kg のカ

リウム 40 の放射能量があると掲載されている。カリウム 40 は、食品中自然に含まれているも

ので、原発事故前から含まれているものであるが、同じ放射線で内部被曝もありうるというこ

とからすれば、なぜカリウムは含まれていても良くて、セシウムは含まれていてはよろしくな

いのか、この点について良く説明することが必要かと感じるがどうであろうか。 

 

（市民生活部次長） 

厳密に言えば、カリウム 40 とセシウム 134 及び 137 では、核種が異なるため、ベクレルから

シーベルトに換算する際の換算係数が異なってくる。つまり、仮に、食品中のカリウム 40 と

セシウムが Bq/kg だった場合でも、人に影響を与える実効線量は、セシウムのほうが高くなる。 

 

（市長） 

ダイアログセミナーでも話題となったが、専門家から見ても、やはりベクレルやシーベルトと

言った単位はわかりにくいとの話であった。 

原発事故により、食品中に含まれるセシウムの放射線量が高いのは問題であり、今後、次第に

その量が低くなってきた場合に、これまでも含まれていた自然由来の放射能と同程度であると

いうことで安心してもらうことも目的であるのだが、仮に、「今までも含まれていた自然由来

の放射能は、内部被曝に対してどうだったのであろうか」ということも話題となりうる。 

狙いとしては、食べないことの健康被害と食べることによる健康増進の、その兼ね合いとなる

のであろうが、心的健康被害も考えなくてはならない。 

様々な問題を抱える中で、この推進センターだよりを読んだ市民の方が、干し昆布等にもカリ

ウム 40 がこれだけ含まれているということに疑問を持ってもらうことも、広く理解を深める

第一歩となるのかもしれない。 

 

7 月 7 日、8 日に開催された ICRP のセミナーは、ダイアログであり、自分の意見を話したり

人の意見を聞くものであり、自分の意見を押し付けたり人の意見に反対する話し合いではない

ものである。その取り組みの中で感じたのは、心的健康被害を解決するために、ダイアログは

非常に意義があるであろうということ。心的健康被害を解決するためには、説明を繰り返して

もなかなか難しい。納得してもらうことは難しい。 

そうした場合に、どうすれば良いのかを考えたときに、ダイアログを行うと良いというのも、

専門の先生の意見である。 

様々な意見を話したり聞いたりのやり取りをする中で、参加した皆様が納得をするのである。 

 

（市民生活部長） 

  只今いただいた意見を踏まえ、修正し、7 月 12 日に配布する。 
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2 その他 
（1）平成 24 年 7 月 6 日～7 日の大雨・洪水警報発令への対応について 

 環境防災課長が資料により説明した。 

平成 24 年 7 月 6 日 18 時 17 分、当市に大雨（浸水害）・洪水警報が発表されたため、警戒配

備により対応した。短時間の雨であり、同日 20 時 5 分には大雨・洪水注意報に切り替えられ

たものであるが、保原土木事務所にある雨量観測所で、24 時間雨量 109mm、時間雨量にして

7 月 6 日 18 時に 34mm を記録した。保原地区で 4 件の床下浸水、1 件の路面冠水があり、消

防職員及び消防団員も含め対応したものであった。詳細は別添資料のとおりである。 

 

（建設部長） 

建設部が取りまとめている市道等の被害状況については資料のとおりである。 

12 件の路面洗掘については、補助材等により応急処置を行った。路肩についても対応してお

り、法面崩落については、現状を把握しながら、どういった対応が可能か検討をしながら進め

ている状況である。 

 

 

（2）第 272 回福島県災害対策本部会議の概要について 

市民生活部長が資料により説明した。 

 

 

（3）災害対策号（第 61 号）について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

（市長） 

今対策号には、「二つの食卓」と題し、7 月 7 日～8 日に開催された ICRP ダイアログセミナー

も盛り込んだ内容を掲載した。 

先に触れたとおり、ダイアログは非常に有意義であったということ。補足すれば、ダイアログ

は意見を言ったり聞いたり、自分の意見を押し付けたり人の意見に反対するものではないので

あるが、その話し合いの場には、様々な立場の人（利害関係者）が参加しているということで

ある。そうした方が率直に意見を言う。 

 

ダイアログを通じて、お互いに様々な意見を出し合った結果、それぞれに理解しあえる状況が

あると私は感じた。このことを踏まえれば、今回実施したダイアログといった形式の話し合い

の有効性を、何らかの形で広く知らしめたいと考えている。 

「安心である、大丈夫である」といったことを、一方的に話してもなかなか納得するには至ら

ない。様々な立場の人が参加し、意見を言い合う中に自らがいることで、納得というところに

たどり着くのではないかということ。 

ICRP は、平成 24 年の 11 月にも、当市で再度、ダイアログセミナーを開催したいとの話であ

り、その際は、ぜひ傍聴いただきたいものである。 

 

なお、次号以降は、健康に関する記事を専門の先生にお願いし、掲載することとしている。 
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（健康福祉部長） 

専門の先生にはお願いをしており、災害対策号には計 2 回の掲載を行う。また、広報誌にも掲

載する予定でお話している。 

（市長） 

健康に関する視点から災害対策号を発行する目的は、心的健康被害をいくらかでも解決すると

いうことである。第 1 回は、甲状腺に関する内容としたい。 

実際に甲状腺検査を終えた方からは、様々な意見をいただいており、中には心配している方も

いる。そうした方には、専門の先生の所見からの掲載も有効であるのではないかということで

ある。 

 

ICRP ダイアログセミナーの中であった内容で、ひとつ加えておきたいのは、ICRP の方が話

されたが、地域の人たちや関係者がポジティブであるということである。ICRP はチェルノブ

イリもフォローアップしているが、それに比べると、非常に早い段階で、ポジティブに明るく

取り組んでいるとのこと。これが非常に良いということであった。 

全体を通じて、セミナーにおける内容は非常に濃く、十分見識も持った方たちが参加されてい

るので、大変貴重な会議であるとの印象を受けた。 

 

（市民生活部次長） 

次回（平成 24 年 11 月）開催のダイアログは教育をテーマにと話されていたので、ぜひ開催し

たいと考えている。ベラルーシ共和国では、子どもたちも自ら放射線について学んでいるとの

ことであり、この水準まで至ることができれば素晴らしいのではないかと感じる。 

 

（教育長） 

市としては、放射線に関する負荷がある。正の方向であれ負の方向であれ、負荷があるという

ことは、次に伸びる力になる。放射線に関する負の負荷ではあるけれども、これを契機に前向

きに転じたいものだ。 

（市長） 

今年、県で放射線に関する教科書を作っていると聞いているが、当市ではいつから取り入れる

など決まっているのか。 

（教育長） 

今年、年間数時間であるが実施する。 

（市長） 

年間数時間であるとしても、実施するのであれば早い段階で行ったほうがよいのではないか。 

現状は、親のほうが敏感になっている様子であるから、子どもの方が親より放射線に詳しくな

ることも功を奏す。親が放射線を理解するきっかけとなる。ある父兄の話では、その子どもが、

「放射線を気にするなら、親の吸うたばこのほうが一層危険である」という趣旨の話をしてい

たとのことから、家庭での放射線に対する理解が進んだようだ。どうであれ、子ども自身がた

ばこ等有害物質も含め、放射線の性質を知っていたからこそである。 

子どもの教育をするのであれば、難しいことではなく、日常的身近なところを例に挙げて、早々

にも実施することが必要なのではないか。 
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（教育長） 

市長が話されるように、子ども自身は放射能を恐れていないと感じている。子どもではなく、

親が恐れているから、子どもが困る。子どもはプールにも入りたいし、外で遊びたいのである

が、親に「だめ」と言われるから、家に帰れば外には出ない。 

子どもが次第に肥満傾向にあるのは事実である。原発事故前は、放課後も土日も外で遊んでい

たから、十分な運動を行っていた。ところが、現在、親は「外に出るな」と言っているから、

徐々に太り気味になっている。とすると、生活習慣病になる恐れがないものとは言えない。 

放射線に関わってがんになる確率が極めて低いのであるとすれば、放射線を恐れてじっと閉じ

こもっていたほうがよいのか、そうではなく、除染も進み影響がないと言われる線量まで下が

った環境で運動したほうがよいのかは、少しずつ保護者の皆様にお話をして理解を得ていきた

いと考えていた。そうした場合にしても、市から一方的にお話をするのではなく、今回開催さ

れた形式のダイアログを応用するのは非常に良い手段なのではないかと考えている。 

 

（市長） 

子どもに対して、情報を与えれば自分自身である程度考えられるし、例えば、たばこの害につ

いて子どもに教えれば、将来たばこを吸わないことにもつながるし、早いうちに教育すること

がよいのではと考えている。 

先に教育長から、生活習慣病の予備軍という話があったが、今の放射能の問題は何に対して問

題があるのかというと、癌である。癌の発生に起因するのは放射能だけでなく、たばこでもあ

るし、そのほかにも例を挙げればきりがない。そして、癌が出るか出ないかは免疫力の違いで

あると言われている。体が活性化されていて免疫力があり、癌が出ないということであれば、

教育長が話したように、子どもが外で運動や遊びをすることは、心的健康にも良いことなので

あろう。 

であるから、こども部で実施している屋内運動の取り組みは力を入れて実施すべきことだと考

えている。 

 

また、災害対策号に掲載した積算線量計（ガラスバッジ）の測定結果については、地域別年間

推計量であるから、地区別の放射線量と積算線量がおおよそ一致していることがわかる。 

ICRP のダイアログを通じて、十分な自信、確信を持ったのは、平成 24 年 7 月からガラスバ

ッジを全市民に配布したこと及びホールボディカウンターを全市民が受けるということは、必

須事項であり間違いがないことである。最終的には市民それぞれが納得しなければならないと

いうこと。それぞれがガラスバッジで測定し、それぞれが年間積算 1mSv を下回っているとい

うことを認識する。これが重要である。 

そうすると、今の生活で年間 1mSv であることがわかれば、除染はせずにそのままでよいので

はという結論に達するのではないか、確証が得られるのではないかということである。 

 

ガラスバッジのデータを集計する際に、年齢別はさることながら、地域別・職業別の分析は非

常に重要であるので、ぜひ行うこととしていただきたい。 

 

衛生処理組合について、仮設炉を計画しているが状況はどうか。 
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（衛生処理組合事務局長） 

仮設炉の計画状況であるが、新しい屎尿処理場の東隣を候補地として計画している。4 つの町

内会（向川原、大立目、猫川、下中瀬）の役員の方々に対する説明会を行った。説明会の中で

は厳しい意見もあり、1 つの町内会が賛成という状況である。今後も説明会を続けながら、環

境省の専門官も呼び、平成 24 年 7 月 17 日から再度 4 町内会に対し説明を行って行きたい。 

 

（市長） 

町内会からの意見の中には、「線量が高い地域から低い地域へ廃棄物を持込むのか」や「他の

地域から廃棄物を持込むのか」といった意見が出ている。今後、例えば、仮置場についても、

柔軟に過不足を補うような保管が求められることも想定しうるのであるから、衛生処理組合と

しては、全力を尽くして仮設炉の計画に取り組んでほしい。 

 

除染推進センターはどうか。 

 

（除染推進センター長） 

市内各所をモニタリングしているが、その中には、線量の高いところも多い。しかし、そうし

た箇所を見つけた際に、市として廃棄物を収める場所を持っていないため、市有地に仮置場と

して確保しておくことも必要なのではないかと考えている。そうした場所が確保できれば、よ

り除染が進むのではないかと感じている。 

 

（市長） 

各総合支所はどうか。C エリアの除染については、先に推進センター長から挙がったような仮

置場の確保も必要であろう。C エリアの除染についても進行するよう、ガラスバッジとの関連

もあるが、連携を取りつつ行っていただきたい。 

 

 

 

《次回本部会議》 

平成 24 年 7 月 24 日（火） 9：30～ 

本庁舎 2 階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


